





































































プーチン大統領の訪日の環境が整ったのは 年に入ってからである。 年 月上旬、
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資残高は 年 月期の 億ドルから 年 月期には 億ドルに激減している ）。たと








業支援機構（ ）も出資する。国土交通相は 年 月に の借り入れや社債発行
の枠を広げている ）。
それではここで一連（総数で 件）の対露経済協力の案件を列挙してみよう ）。
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覚書を結んでいる。 と伊藤忠商事は との共同出資会社を通じて、 ％の
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現在、北方領土には 万 人のロシア人が住む。総面積は 平方キロメートルを超
え、福岡県よりも大きい ）。サケ、タラ、タラバガニなどの水産資源が豊富で、さらに加え
）
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）択捉島の面積は 平方キロメートルで人口は 人、以下、国後島 平方キロメートル、
人、色丹島 平方キロメートル、 人、歯舞群島 平方キロメートル、国境警備隊のみ（ 日本経済
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実績では 億ドルに及ぶ。中国はまた、 年 年期で世界第 位の武器・兵器輸入
国でもある。
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加盟諸国による減産は日量 万バレル（ の産油量は全体で同 万バレ
ル）、 非加盟国の減産が同 万バレルであるから（減産協議に参加した 非加
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日露関係の新たな展開（中津）
も天然ガスへの転換に力を入れるようになっている。発電部門では再生可能エネルギーが石
炭を上回る水準にまで普及するようになった ）。 自らも今後 年以内に石油需要が
ピークを迎える可能性を自覚する。そのコア・シナリオは 年とされる ）。
米国ではシェールオイル生産の技術革新が進展、価格競争力が強化されて、原油価格の採



























いる ）。そのために投資の増強も図り、今後 年で 年水準の倍増以上に相当する バレ
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バレル（対 年比 ％減、ロシア産油量の 分の 、ロスネフチ全体の ％）であった













ジャー）の も ％を保有する第 位の株主となっている。残余は浮動株である ）。
グレンコアは従来から、いわばロスネフチの代理人として、ロスネフチ産の原油を輸出し
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ロスネフチはまた、イタリア炭化水素公社（ ）からエジプト沖の海底にある、ゾール
























式の ％をロシア政府が保有していた。 年以降、産油量が ％も増えており、優良企
業といえる。一方、ロスネフチはロシア産油量の ％、製油部門の ％、ガソリンスタンド
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